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認知症とともに生きるとは 

Ⅰ. はじめに 
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都における認知症高齢者の将来推計 

全国の「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ
以上の高齢者の推計人数 

 平成22年 280万人 (9.5％) 

                  ↓ 

 平成37年 470万人 (12.8％) 

  

  国資料より（平成24年時点の推計） 

資料： 東京都「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」 

     （平成25年11月）結果より推計 

※認知症高齢者生活自立度 

認知症高齢者の日常生活に関する自立度の判定基準とな
るもの（ランクはⅠからＭまで） 

Ⅰ：何らかの認知症の症状を有するが、日常生活は家庭
内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ：日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎
通の困難さが多少見られても誰かが注意していれば自立
できる 
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① 何らかの認知症の症状がある高齢者（認知症高齢者日常生活自立度Ⅰ以上）の増加 

② 見守り又は支援の必要な認知症高齢者（認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上）の増加 
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わが国の性別・年齢階級別認知症有病率 
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厚生労働科学研究報告書（研究代表者朝田隆，2013年） 
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認知症高齢者数と有病率の将来推計 
（東京都） 
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西暦年 

認知症高齢者数 65歳以上高齢者における認知症有病率 

厚生労働科学研究報告書（研究代表者朝田隆，2013年）によるわが国の性別・年齢階級別認知症有病率と 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013年3月推計）に基づいて算出した． 
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6 

認知症の人が生活している場所 

何らかの認知症の症状がある人の6割超は在宅（居宅）で生活している。 
また、見守り又は支援の必要な認知症の人でも6割弱が在宅（居宅）で生活している 
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出典：東京都「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」（平成25年11月） 



社会的困難 

認知機能 
障害 

生活障害 脳の器質
的障害 

認知症の臨床像 

身体的  
健康問題 

精神的  
健康問題 

介護者の負担・心理的苦悩 
     
        介護者の健康問題 
                      
虐待 介護拒否 
                   家庭崩壊 
  自殺 介護心中 
 

社会的孤立 
 
  経済的困窮，経済被害   
 
           サービス利用の拒否 
 
           近燐とのトラブル 
居住地，施設，病院，地域における差別や排除                                                              7 



正常   ＭＣＩ   軽度認知症   中等度認知症   重度認知症 

精神的健康問題 
抑うつ，不安，睡眠障害，妄想，
怒りっぽい，興奮，暴言，暴力 

認知機能
低下 

認知症の初期段階で複雑化のプロセスがはじまる？ 

生活機能
低下 社会的 

孤立 

家族介護者の疲弊 

身体的 
健康問題 
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認知症の初期に見られる可能性がある 
認知機能低下と生活機能低下 

http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2014/05/DA

TA/20o5u200.pdf 9 



自分でできる認知症の気づきチェックリスト 
65歳以上地域在宅高齢者6,737名（有効回答率87.7%)の得点分布 
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20点以上の人が10.2% 

Awata et al. 2014 
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認知機能低下・生活機能低下が見られる高齢者の 
社会的状況と精神的・身体的健康問題 

（東京都町田市で行われた生活実態調査の結果から） 
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脳卒中 

パーキンソン病 
３つ以上の病気に罹患 

6種類以上の内服薬 
中くらい以上の痛み 

運動機能不良 
精神的健康度低下（WHO-5<13) 

年収が100万円未満 
近所づき合いがない 

人と話すのは1週間に1回以下 
困ったときに相談できる人がいない 

オッズ比 
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今後急増する高齢者の一人暮らし世帯 

○東京都における高齢世帯の一人暮らしの数及び高齢者世帯全体に占める比率は今後
急速に高まり、10年の64.7万人、38％から、35年に104.3万人、 44%になる。  

｢日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計 ）（平成２６年４月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所） 

高齢者世帯に占める一人暮らし世帯の数及び割合 

※高齢世帯とは世帯主の年齢が65歳以上の世帯をいう 

（単位：万人）

高齢者世帯数
全体に占める
割合

高齢者世帯数
全体に占める
割合

高齢者世帯数
全体に占める
割合

東京都 64.7 38.7% 89.0 41.9% 104.3 44.0% 1位

大阪府 44.6 37.2% 61.3 41.8% 64.5 43.8% 2位

鹿児島県 10.5 38.7% 12.5 40.2% 12.5 43.1% 3位

高知県 4.7 37.9% 5.5 40.0% 5.3 42.7% 4位

北海道 26.4 34.5% 36.7 38.8% 38.0 41.8% 5位

神奈川県 31.6 29.9% 49.1 34.8% 57.4 37.3% 17位

千葉県 20.2 27.2% 31.7 32.4% 35.2 35.4% 25位

埼玉県 20.8 25.5% 33.6 31.2% 38.0 34.3% 29位

全　 国 498.0 30.7% 700.7 34.8% 762.2 37.7%

2035年の高齢
者世帯数全体
に占める一人
暮らし世帯の
割合の順位

2010年の高齢
者世帯一人暮
らし世帯数

2025年の高齢
者世帯一人暮
らし世帯数

2035年の高齢
者世帯一人暮
らし世帯数
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世帯主65歳以上高齢者の家族類型別世帯数の将来推計 
（東京都，男女計） 
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単独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他 

国立社会保障人口問題研究所，日本の世帯数の将来推計（都道府県別）2014年4月推計より作成した． 
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世帯主65歳以上高齢者の性別単独世帯数の推移 
（東京都） 
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国立社会保障人口問題研究所，日本の世帯数の将来推計（都道府県別）2014年4月推計より作成した． 
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クローズアップされる大都市の課題 

認知症の人は社会的に孤立しやすいが，東京ではさらに・・・ 

単独世帯（夫婦のみ世帯）の認知症高齢者が増加 

サービスへのアクセスが困難な認知症の人が増加 

• 診断にすらアクセスできない 

• したがって，統合ケアにもアクセスできない 

家族に代わる生活支援の担い手がいない 

医療行為の意思決定を代行できる人がいない 

経済的困窮に陥りやすい 

住み慣れた地域に「住まい」を確保することが困難 

精神的・身体的・社会的に複雑な課題をもつ認知症高
齢者が増加 
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「診断へのアクセス」と「診断後支援」の体制整備 

Ⅱ. 認知症の入り口支援 
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スコットランド認知症ワーキンググループ 
（2002年） 

• 2010年にスコットランド認知症国家戦略の策定に参画 

• ワーキンググループの要望 
– 早期診断 

– 良質な診断後支援 

– よくトレーニングされた支援者 

• 診断後支援の５つの柱 
– 病気の理解・症状との付き合い方 

– 地域とのつながり 

– 仲間との出会い 

– 将来のケアを計画 

– 将来の意思決定を計画 
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スコットランド認知症国家戦略(2013-2016)の序文 

認知症の診断は，本人と家族に重大に影響を及ぼす．しかし，適時・適切な
診断と，その後の効果的・包括的な診断後支援は，本人と家族の回復力を
高め，認知症の知識を確立させ，できる限り長期にわたる質の高い在宅生
活を実現させる上で重要な役割を果たしている．それゆえに，本年の4月1日
以降，認知症と診断されるすべての人に「診断後支援」が提供されることを，
国家の責務とした．  
 
・・・・・・ 
 
2013年4月以降，新たに認知症と診断されるすべての人には，少なくとも1年
間，リンクワーカーによって調整される診断後支援を受ける資格がある．私
たちは，このことを，国家戦略の新たな指標として導入した． 
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① 認知症の普及啓発 
“認知症とともに生きる”とはどういうことかを学ぶことが大切 
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総合アセスメント 
 
 
 
 
 
 
 

診断後支援 
本人の視点に立って
ステージに応じた 
統合ケアの導入 
を調整する 

診断への
アクセス 

②「診断へのアクセス」と「診断後支援」の体制整備 

地域包括支援センターの本来業務 
認知症初期集中支援チーム 

地域包括支援センター等の保健・福祉・介護スタッフ 
認知症サポート医や認知症疾患医療センターの医療スタッフ 
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区市町村・地域包括支援センター等 

 連携 

認知症初期集中支援チーム 

●認知症初期集中支援チーム 
●専門医療機関 

認知症疾患医療センター等 
鑑別診断，BPSD対応，地域連携 

●かかりつけ医 
 

①相談応需 
 
②情報収集 
 
③アセスメント 
 
④家庭訪問 
 
⑤チーム員会議 
 
⑥初期集中支援 

 
 

認知症サポート医
である専門医 

＋ 

医療系・介護系専
門職 
保健師・看護師 
作業療法士 
精神保健福祉士 
社会福祉士 
介護福祉士等 

 
 

認知症になっても本人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域のよい環境
で暮らし続けることができるように，高齢者が暮らす地域の中で，認知症の初期支
援を包括的・集中的に行う多職種協働チーム． 

プライマリケア医として継続医療 
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認知症対応能力の比較 
かかりつけ医認知症対応力向上研修事業を「受講していない医師」「受講し
ている医師」「認知症サポート医」の比較  
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Capacity for providing medical services for dementia was evaluated using MSD-28 in 1,877 clinics 

(Awata S, Psychiatria et Neurologia Japonica 116: 378-387, 2014). 
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認知症対応能力の比較 
認知症疾患医療センターと認知症サポート医の比較  
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Awata S, Psychiatria et Neurologia Japonica 116: 378-387, 2014 

2012年度～2014年度 認知症疾患医療センター活動状況調査 
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認知症対応能力の比較 
認知症疾患医療センター（基幹型，地域型）と身近型候補医療機関との比較  
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幹型，地域型）

身近型認知症疾患医療セン
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2012年度 身近型認知症疾患医療センター候補医療機関の調査 
2013年度 認知症医療支援診療所 （仮称）地域連携モデル事業 

Awata S, Psychiatria et Neurologia Japonica 116: 378-387, 2014 
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地域の特性に応じた区市町村単位の認知症支援体制づくりの拠点 
①専門医療，②地域連携推進，③人材育成 
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②「診断へのアクセス」と「診断後支援」の体制整備 

地域包括支援センターの本来業務 
認知症初期集中支援チーム 

地域包括支援センター等の保健・福祉・介護スタッフ 
認知症サポート医や認知症疾患医療センターの医療スタッフ 

認知症支援コーディネーター 
 

地域包括支援センター 

認知症疾患医療センター 
 

認知症サポート医 
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③ 人材育成 
（東京都 H27～） 

一般病院に勤務する看護師
の認知症対応力向上研修 

東京都健康長寿医療センター 

認知症支援推進センター 

認知症 
看護師 
研修WG 

認知症 
多職種 

協働研修WG 

かかりつけ医・ 
認知症 

サポート医 
研修WG 

認知症支援コーディ
ネーター研修 

認知症疾患医療セ
ンター相談員研修 

島しょ部認知症支
援研修 

認知症サポート医
フォローアップ研修 

認知症疾患医療センター 

かかりつけ医の認知
症対応向上研修 

多職種協働研修 
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総合アセスメント，診断へのアクセス，診断後支援の方法を学ぶ 

認知症アセスメントシートDASC-21 

認知症支援コーディネーター研修 

多職種協働研修 島しょ部のフォーカスグループ 
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家族支援・生活支援・居住支援のネットワーク 

Ⅲ. 認知症にやさしいコミュニティーをつくる 
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生活機能とは 

歩く，食べる，着替える，入浴する 
排泄する，清潔を保つ 
 
食事の準備をする，掃除・洗濯する 
電話をする，買物をする 
服薬管理をする，金銭管理をする， 
交通機関を利用する 
 
具合が悪いので受診の予約をする 
介護保険の手続きをする 
生活保護を申請する 
友人に会いに行く 
旅行に行く 
食事会をする 
仕事をする，人の役に立つ 
春なので，私が好きな桜の花を見に行く 
 

基本的ADL 

手段的ADL 

参加 

活動 

介護保険給付サービス 

認知症で障害されやすいのは！ 

社会的生活機能 

認知症の人の「生活支援」はこれら全体をカバーするもの 
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家族は「生活支援」のキーパーソン 

• 寂しい時にそばにいてくれる 
• 話を聞いてくれる 
• 病気に気がついてくれる 
• 病院に連れて行ってくれる 

• 介護保険サービスの手続きをし
てくれる 

• お金を管理してくれる 

• 決まった時間に決まった分量の
薬が飲めるように手伝ってくれる 
・・・・・・・・・・・・ 

• 桜の花を見るために一緒に出
かけてくれる 

トータルサポート 
情緒的・情報的・手段的 
ソーシャルサポートを継続的に提供 

• 強い喪失感 

• 介護負担感 

• 不安と心配 

• 社会的孤立 

生活支援の担い手となる「家族」がいなければ，認知症の人の在宅生活は 
不可能な状態に陥ることが多い！ 31 



④ 家族介護者の支援 

• 家族介護者の孤立を解消し，相互に尊重し，信頼し，助け合
う人と人との関係の中で，家族介護者自身が希望をもって暮
らせるように支援すること． 

– 信頼関係の構築 

– 状況のアセスメント 

– 情緒的サポートの提供 

– 情報的サポートの提供 

– サポート・ネットワークの構築（例：家族会によるピアサ
ポート，認知症カフェ，さまざまな社会参加） 

32 



⑤ 一人暮らしの認知症の人の「生活支援」とは 

住まいがあることを前提に・・・ 

• 障害とともに生きる人の思いに耳を傾け，相互に信頼し，尊
重し，助け合うことができる，人と人との関係をつくる． 

– 人と人とのつながりを作る生活支援 

• 医療サービス，介護サービスに限定されない，トータルサポー

トが柔軟に提供されるネットワークをつくる．    
– IADL（服薬管理，金銭管理など）を支える生活支援 

• 障害の有無に関わらず，希望と尊厳をもって生きていくことが
できる地域社会をつくろう，共に生きていこう，という理念が共
有されているコミュニティーをつくる． 

– 地域をつくる生活支援 

「生活支援」のネットワークを多様な形態で創り出す 33 



⑤ 居住支援 

• 認知症の人が孤立することなく，地域社会とのつながりの中
で，安全に，安寧に，継続的に居住することができる生活環
境を確保する． 

– 生活環境のアセスメント 

– 生活環境の調整 

– 住宅の改修 

– 生活支援付き住まいの確保 

– 介護保険施設系サービス 
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認知症の人が暮らせる「生活支援つき住まい」とは 

例：NPO法人ふるさとの会「寄り添い地域事業」 
• 家主と交渉し，戸建ての空き家を改修し，認知症高齢者や障害者が
共居できる住まいをつくる． 

• NPO法人グループ内の組織が保障人を代行し，住まいの確保が困難
な認知症高齢者や障害者に入居していただく． 

• NPO法人の生活支援員は，認知症高齢者や障害者の支援に関する
研修を受け，そこに暮らす人々と協力しながら生活支援を提供する． 

• 地域には，サロンやカフェを開設し，地域の中に認知症の人が過ご
せる「居場所」をつくり，地域住民との「交流の場」を設ける． 

• トラブルが起きた場合には，お互いの思いを理解しあいながら，解決
策を共に考えるミーティングを開く． 

 
本事業は「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援モデル事業」の 
モデルとなっている．認知症の人の在宅生活の継続を可能とする事業 
であるか否かを検証する価値がある． 

36 



②居住支援・生活支援・家族支
援の重層的なネットワーク構築 
のネットワーク 

①「診断へのアクセス」と 
「診断後支援」の体制整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

認知症の人の在宅生活支援体制の概要 

「認知症」が疑われる人 

総合アセスメント 

診断へのアクセス 

診断後支援 
（統合ケアの調整） 

医療支援 
診断，継続医療の確保 

介護保険サービスの支援 
予防・居宅・地域密着型サービス 

居住支援 
生活支援付き住居の確保 

生活支援 
IADL支援，社会参加支援など 

家族支援 
相談，情報，カフェ，サロンなど 

• 生活支援付き住まい 
確保事業 
• 低所得・低資産高齢者 
の住まいと生活支援モデル 
事業 
（NPO法人ふるさとの会など） 

 
家族介護者の会 
社会福祉協議会 
多様な住民組織 
(NPO法人アラジンなど） 

認知症疾患医療 
センター 
かかりつけ医療機関 

地域包括支援センター 
福祉事務所 
社会福祉協議会 
成年後見センター 
市民後見人 

地域包括支援センター 
居宅介護支援事業所 
介護保険サービス事業所 

福祉・権利擁護支援 
地域包括・福祉事務所と連携 37 



⑦ 認知症支援に係る組織・団体の代表が一堂に会した連絡会議 
（コンセンサスの形成，ネットワークづくりの促進） 

＜二次医療圏域単位＞ 
 区西北部認知症医療・介護連携協議会 

＜区市町村単位＞ 
 板橋区認知症支援連絡会 
 北区在宅医療介護連携推進会議認知症部会 
 練馬区在宅療養推進協議会認知症専門部会 
 豊島区認知症対策検討委員会認知症対策検討委員会 

板橋区の認知症支援連絡会 38 



Ⅳ. 若年性認知症の人への支援 
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若年性認知症の実態 

• 全国に約38,000人 
– 18歳～64歳では人口10万対47.6 

– 全年齢では人口10万対29.6 

– 血管性認知症39.8%，アルツハイマー病25.4%，頭部外傷後遺症7.7%，
前頭側頭葉変性症3.7%，アルコール性認知症3.5%，レビー小体型認
知症3.0%，その他17.0% 

 

朝田隆：「若年性認知症の実態と対応の基盤整備に関する研究」（平成20年度厚生労働科学研究報告書） 

 

 

• 東京都に約4,000人 
– 2006～2007に，東京都を含まない全国5県2区市で実施された調査結果からの推計で
あり，東京都の調査結果ではない． 

 

 

40 



若年性認知症の生活実態調査 

• 東京都若年性認知症生活実態調査 
– 平成20年2月～3月 

– 65歳未満の認知症の人47人（男24名，女23名） 

– 本人および家族を対象に訪問面接調査 
 

 

 

• 軽度：一人で外出すること多い，家族の不安は大きい，相談
する人が少ない 

• 中等度：徘徊が目立ち，家族のストレスと不安は大きい，ケ
アマネジャーに相談 

• 高度：外出は主に通院や通所のみ，周囲に認知症のことを
打ち明けており，家族のストレスや不安は少なくなる 
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若年性認知症の人に必要とされる支援 

• 医療 
– 質の高い診断， 
– 原因疾患や障害の性質に合わせた治療とリハビリテーション 

• 家族 
– （先述のとおり） 

• 経済 
– 諸制度を活用するためのソーシャルワーク 

• 就労 
– 職場の理解 

• 社会参加 
– 地域活動への参加 
– ピアサポート 

• 障害者総合支援法，介護保険法のサービス 
– ADLやIADLの支援 
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